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併設型ユニット型短期入所生活介護 

併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護 

ショートステイハピネスあだち 運営規程 
 
 

ＶＯＬ.１５ ２０２４年８月１日改正 

 

（趣旨） 

第 １条 社会福祉法人ファミリーが開設する指定併設型ユニット型短期入所生活介護

事業所（以下『事業所』という）が行う短期入所生活介護の事業（以下「事業」

という。）及び介護予防短期入所生活介護（以下「介護事業」という。）の適正な

運営を確保するために、人員及び管理運営に関する事項を定める。 

 

（事業の目的） 

第 ２条 介護保険法の趣旨に従い、要介護状態又は要支援状態にある高齢者（以下「利

用者」という。）がその有する能力に応じ、可能な限り、自立した日常生活を営

む事ができるように支援することを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第 ３条 利用者一人一人の意思及び人格を尊重し、施設サービス計画に基づき、居宅に

おける生活への復帰を念頭に置いて、利用前の生活と利用後の生活が連続したも

のとなるよう配慮しながら、各ユニットにおいて利用者が相互に社会的関係を築

き、自立的な日常生活を営めるよう支援する。 

   ２ 地域や家族との結びつきを重視した運営を行い、市町村、居宅介護支援事業所、

居宅サービス事業者、他の介護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉サー

ビスを提供する者との連携に努める。 

 

（名称及び所在地） 

第 ４条 施設の名称及び所在地は次の通りとする。 

  （１）名 称  ショートステイ ハピネスあだち 

  （２）所在地  東京都足立区江北３丁目１４－１ 

 

（従業者の職種、員数及び職務の内容） 

第 ５条 施設に勤務する職種、員数及び職務内容は次の通りとする。 

      施設は、介護保険法に基づく「指定介護老人福祉施設の人員に関する基準」 

及び「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」等に 

示された所定の職員を満たした上で、下記のように配置するものとする。た 

だし、法令に基づき兼務することができるものとする。 

 

（１）管理者  １人（常勤・兼務） 

管理者は、施設の職員及び業務の管理を一元的に行う 
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（２）職員 

※上記に定めるもののほか必要に応じてその他の職員を置くことができる。 

※上記職員は、特別養護老人ホームの人員を含んでいます。 

 

（３）職員の勤務時間 

職  名 勤務形態 勤務時間 職  名 
勤務形

態 
勤務時間 

管 理 者 日 勤 
９：００～１８：０

０ 

介 護 職 員 

早 番 ７：１５～１６：１５ 

医 師 非常勤 １３：００～１５：００ 日 勤 ９：００～１８：００ 

生 活 相 談 員 日 勤 
８：４５～１７：４

５ 
遅 番 １１：００～２０：００ 

看 護 職 員 
日 勤 

８：４５～１７：４

５ 
夜 勤 １７：００～９：１５ 

夜間当直 
１７：４５～９：０

０ 
栄 養 士 日 勤 ８：４５～１７：４５ 

機 能 訓 練 指 導 員 1 日 勤 
９：００～１８：０

０ 

介護支援専門

員 
日 勤 ８：４５～１７：４５ 

機 能 訓 練 指 導 員 2 日 勤 
８：４５～１７：４

５ 
事 務 員 日 勤 ９：００～１８：００ 

※勤務時間は個別の雇用契約により変更することがある。 

 

（職 務） 

第 ６条 職務は次のとおりとする。 

   １ 管理者は生活介護サービス部業務と在宅介護ｻｰﾋﾞｽ部業務を総覧し職員を 

指導監督する。 

   ２ 副施設長兼事務長は管理部を総覧し職員を指導監督する。 

   ３ 事務員は管理、総務、庶務業務に従事する。 

   ４ 管理者は業務管理に従事する。 

   ５ 生活相談員は利用者及び利用者の生活相談に従事する。 

職  種 資  格 基準（名） 配置（名） 業 務 内 容 

管 理 者 社 会 福 祉 士 1 １ 従事者及び業務の管理 

生 活 相 談 員 

介 護 福 祉 士 

1 1 以上 
日常生活の相談・指導業務 

介護支援専門員と兼務 
社 会 福 祉 士 

社会福祉主事任用資格 

介 護 職 員 

介 護 福 祉 士 

53 53 以上 
生活全般に関する介護・相談

及び援助 

ヘ ル パ ー 1 級 

ヘ ル パ ー ２ 級 

社 会 福 祉 主 事 

そ の 他 

看 護 職 員 
看 護 師 

1 1 以上 医療・保健衛生に関する業務 
准 看 護 師 

機能訓練指導員 
柔 道 整 復 師 
看 護 師 他 

1.7 1.7以上 機能回復訓練に関する業務 

栄 養 士 管 理 栄 養 士 1 1 以上 献立・栄養指導に関する業務 

事 務 職   1 以上 事務処理関係 
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   ６ 機能訓練指導員は、利用者及び利用者の機能回復訓練に従事する。 

７ 介護職員は利用者の介護及び生活の援助に従事する。 

   ８ 看護師は医師の指示をうけ、利用者の看護、保健及び施設内の衛生管理      

に従事する。 

 ９ 管理栄養士は、利用者及び利用者の栄養管理を行う。 

10 宿直員は宿直に従事する。 

 

（職員の職務内容） 

第 ７条 職務内容は次のとおりとする。 

１ 利用者の入退所に関すること。 

２ 利用者に対する諸文書の収受、発送、保管、及び身上に関すること。 

３ 利用者の処遇に関すること。 

４ 利用者の介護及び機能回復訓練に関すること。 

５ 利用者の生活相談及び指導に関すること。 

６ 利用者の日課に関すること。 

７ 利用者のＡ.Ｄ.Ｌに関すること。 

８ 利用者の所持品保管に関すること。 

９ 利用者の看護に関すること。 

10 施設内の保健衛生指導に関すること。 

11 給食基準献立の計画に関すること。 

12 調理給食に関すること。 

13 炊飯器具類及び食材の清潔完全保管に関すること。 

14 医薬品、衛生諸資材に関すること。 

15 利用者の洗濯全般及び補修に関すること。 

16 おむつ等の整理保管に関すること。 

17 施設内外全般の清掃に関すること。 

 

（勤務体制の確保） 

第 ８条 適切なサービスが提供できるよう、勤務の体制を定める。 

① 日中については、ユニットごとに常時１人以上の介護又は看護職員を配置す

る。 

② 夜間及び深夜については、２ユニットごとに１人以上の介護又は看護職員を

配置する。 

 

（ユニット型短期入所生活介護事業所の利用定員） 

第 ９条 利用定員は、次の通りとする。 

      全室個室ユニット２０人（１ユニット１０人の２ユニット） 

 

（通常の送迎の実施地域） 

第１０条 足立区、荒川区、北区他とする。 
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（サービス提供における事業所の義務） 

第１１条  利用者の生命、身体、財産の安全・確保に配慮する。 

２ 利用者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師または看護職員と連 

携のうえ、利用者から聴取、確認する。 

３ 利用者に提供したサービスについて記録を作成し、２年間保管するとともに、 

利用者または身元引受人の請求に応じて閲覧することができる。 

４ 利用者へのサービス提供時において、利用者に病状の急変が生じた場合、その 

他必要な場合には、速やかに主治医またはあらかじめ定めた協力医療機関へ 

の連絡を行う等必要な処置を講じる。 

５ 事業所及びサービス従事者又は従業員は、サービスを提供するにあたって知り 

得た利用者又は家族等に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩しない。 

 

 

（事業所のサービスの内容） 

第１２条 サービスの内容は、次の通りとする。 

  （１）入浴 

・週２回、３日或いは４日に 1回実施する。 

・寝たきりの方でも特殊浴槽を使用して入浴することができる。 

  （２）排泄 

・排泄の自立を促すため、ご利用者の身体能力を最大限活用した援助を行う。 

  （３）機能訓練 

・機能訓練指導員により、ご利用者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに 

必要な機能の維持又はその減退を防止するための訓練の実施。 

（４）健康管理 

・医師や看護職員が健康管理を実施。 

  （５）その他自立への支援 

・寝たきり防止のためできるだけ離床に努める。 

・清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行われるよう支援。 

 

（利用料その他の費用の額） 

第１３条 法定代理受領サービスに該当するサービスを提供した際には、利用者から利 

用料の一部として、居宅介護サービス費用基準額から事業者に支払われる居 

宅介護サービス費の額を控除して得た額の支払いを受ける。 
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（１）介護保険対象 

 

≪要支援の料金≫                        「めやす」単位：円 

１

日

の

費

用 

項  目 
要支援１ 要支援２ 

１割負担額 2 割負担額 3 割負担額 １割負担額 2 割負担額 3 割負担額 

ユ

ニ

ッ

ト

型

個

室 

介護費用 \588 \1,175 \1,762 \729 \1,457 2,185 

連続 31日以上利用した場合 

介護費用 \559 \1,175 \1,675 \692 \1,384 \2,075 

機能訓練体制加算 \14 \27 \41 \14 \27 \41 

サービス提供体制加算Ⅰ \25 \49 \73 \25 \49 \73 

サービス提供体制加算Ⅱ \20 \40 \60 \20 \40 \60 

サービス提供体制加算Ⅲ \7 \14 \20 \7 \14 \20 

サービス提供体制加算Ⅰ～Ⅲは、いずれか一つしか算定できない。 

介護職員処遇改善加算Ⅰ 8.3％ 

介護職員等特定処遇改善加算Ⅰ 2.7% 

介護職員等特定処遇改善加算Ⅱ 2.3% 

介護職員等特定処遇改善加算Ⅰ～Ⅱは算定要件に該当するものを算定する。 

介護職員等ベースアップ等支援加算 1.6% 

2024 年 6 月から上記介護職員等処遇改善加算～介護職員等ベースアップ等支援加算終了変更以下に変更 

介護職員等処遇改善加算Ⅰ 14％ 

介護職員等処遇改善加算Ⅱ 13.6％ 

 

≪要介護者の料金≫                    「めやす」単位：円 

 
 
 
 

１

日

の

費

用 

項  目 要介護度１ 要介護度２ 要介護度３ 要介護度４ 要介護度５ 

 
 

 

ユ

ニ

ッ

ト

型

個

室 

介 護 費 用（１割負担） \781   \857 \940 \1,019 \1,096 

介 護 費 用（２割負担） \1,563   \1,713 \1,881 \2,038 \2,192 

介 護 費 用（３割負担） \2,344   \2,571 \2,821 \3,057 \3,287 

連続 61日以上利用した場合 

介 護 費 用（１割負担） \744 \822 \905 \984 \1,060 

介 護 費 用（２割負担） \1,488 \1,644 \1,810 \1,967 \2,121 

介 護 費 用（３割負担） \2,232 \2,465 \2,714 \2,951 \3,181 

機能訓練体制加算 １割 \13    ２割 \27 ３割 \40 

 看護体制加算Ⅰ １割         ¥4          ２割     ¥9                        ３割¥13 

看護体制加算Ⅱ 1割 ¥8                     ２割     ¥18        ３割¥26 
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看護体制加算Ⅲ（イ） １割 \13    ２割 \27 ３割 \40 

看護体制加算Ⅳ（イ） １割 \26    ２割 \51 ３割 \77 

看護体制加算Ⅰ～Ⅳは算定要件に該当するものを算定することとなります。 

夜勤職員配置加算Ⅱ １割 \20    ２割 \40 ３割 \60 

サービス提供体制強化加算Ⅰ １割 \13    ２割 \27 ３割 \40 

サービス提供体制強化加算Ⅱ １割 \7    ２割 \13 ３割 \20 

サービス提供体制強化加算Ⅲ １割 \7    ２割 \13 ３割 \20 

サービス提供体制加算Ⅰ～Ⅲは、いずれか一つしか算定できない。 

緊急短期入所受入強化加算 １割 \100   ２割 \200 ３割 \300 

介護職員処遇改善加算Ⅰ 8.3％ 

介護職員等特定処遇改善加算Ⅰ 2.7% 

介護職員等特定処遇改善加算Ⅱ 2.3% 

介護職員等特定処遇改善加算Ⅰ～Ⅱは算定要件に該当するものを算定する。 

介護職員等ベースアップ等支援加算 1.6% 

2024 年 6 月から上記介護職員等処遇改善加算～介護職員等ベースアップ等支援加算終了変更以下に変更 

介護職員等処遇改善加算Ⅰ 14％ 

介護職員等処遇改善加算Ⅱ 13.6％ 

 

≪付加サービス≫ 

  送迎加算       片道２０４円（１割自己負担） 

             片道４０８円（２割自己負担） 

             片道６１２円（３割自己負担） 

 

（２）介護保険の給付対象とならないサービス 

①居住費・食費 

入居者負担段階 
入居者負担額（1 日あたり） 

居 住 費 食  費 

基準額（第４段階） 

ユニット型個

室 

２,４２０円 １,５００円 

第３段階② １,３７０円 １,３００円 

第３段階① １,３７０円 １,０００円 

第２段階 ８８０円   ６００円 

第１段階 ８８０円   ３００円 

 

（食事の提供に要する費用） 

朝食：３６０円 昼食：６００円（おやつ代含む） 夕食：５４０円 

※所得段階により上記表に基づき利用者負担額は異なる。 

  

②電気料金 
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家電製品の持ち込み、又は施設のテレビを個人に貸し出す場合、1日あたりの電気料

金５０円 

対象となる主な製品：テレビ・ラジオ・冷蔵庫・加湿器・電気ポット・電気アンカ 

          （その他の持ち込みに関しては応相談） 

③理・美容 

週に２回、理・美容師の出張による理美容サービスが利用できる。 

利用料金：実費 

④ホーム内喫茶 

施設内にて喫茶利用料金。 

⑤行事等で、施設外での外食実費料金 

⑥レクリエーション、クラブ活動 

ご利用者の希望によるレクリエーションやクラブ活動参加時の材料代等の実費分  

 

（利用者側がサービスの提供を受ける際に留意すべき事項） 

第１４条 居室や整備、器具は本来の用法にしたがって利用する。 

    ２ 喫煙は決められた場所以外では行わない。 

    ３ 対人、対物に危害を加えたり、迷惑な騒音を発せられる場合は契約解除にな 

る場合がある。 

    ４ 事業所内での他の利用者等に対する宗教活動及び政治活動は行なわない。 

    ５ その他、契約書及び重要事項説明書の内容に反しない。 

（緊急時の対応） 

第１５条 サービス提供中に利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速 

やかに主治医・救急隊・ご家族・関係機関等へ連絡を行う等、必要な措置を 

講じる。 

 

（秘密保持等） 

第１６条 従業者は正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密 

を漏らしてはならない。 

    ２ 従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た秘密を漏らす 

ことがないよう、必要な措置を講じる。 

    ３ 利用者及び家族の個人情報を用いる場合は、あらかじめ文章により同意を得 

る。 

 

（事故発生時の対応方法） 

第１７条 介護事故に対する安全管理体制の確保を明確にする。 

    ２ サービス提供中に事故が発生した場合は、各関係機関・ご家族等に連絡する 

とともに、受診等、必要な措置を講じる。 

    ３ 利用者に対する短期入所生活介護サービスの提供により事故が発生した場合 

は速やかに保険者、ご利用者の家族に連絡を行うとともに必要な措置を講じ 

る。 



 8 

当事業所において、事業所の責任によりご利用者に生じた損害については、事 

業所は速やかにその損害を賠償する。守秘義務に違反した場合も同様とする。 

      但し、その損害の発生について、ご利用者に故意に又は過失が認められる場合、 

利用者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる場合、事業所の損  

害賠償責任を減じる場合がある。 

 

（身体拘束に対する対応） 

第１８条 身体拘束は原則行わない。 

     ２ 身体拘束等を行う場合、関係者等によって協議し、その利用者の心身の状況 

並びに緊急やむを得ない理由と経過を記録する。 

 

（衛生管理等） 

第１９条 感染症の予防及びまん延防止に努め、感染防止に関する委員会を定期的に開

催するとともに、その対策を協議し、従業員にも周知していく。また、対応指針

等を作成し掲示を行う。研修会や訓練を実施し、感染対策の資質向上に努めてい

く。 

 

（苦情・ハラスメント処理） 

第２０条 事業所は、提供した指定短期入所生活介護（予防含む）又は自らが居宅サービス

計画に位置付けた指定居宅サービス等に対する利用者又はそのご家族等からの苦

情・ハラスメントに迅速かつ適切に対応するために必要な措置を講ずるものとする。 

第２１条 事業所は、適切な指定短期入所生活介護（予防含む）の提供を確保する観点から、

職場において行われる性的な言動又は優越的関係を背景とした言動であって業務

上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、 従業者の就業環境を害されることを

防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じるものとする。 

 

（虐待防止に関する事項） 

第２２条 事業所は、利用者の人権の擁護・虐待等の防止のため次の措置を講ずるものとす

る。 

（１）組織内の体制や虐待又は虐待が疑われる事案が発生した場合の対応方法 

（２）利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備（３）その他虐待防止のために

必要な措置（４）事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用

者の家族等高齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見

した場合は、速やかに、これを区に通報するものとする（５）虐待の防止のための対

策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可能）を定期的に開催するとともに、 

その結果について、従業者に周知徹底を図ることとする（６） 虐待の防止のための

指針を整備すること（７）従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施す

ること（研修計画の策定）（８）上記措置を適切に実施するための担当者（および責
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任者）を置くこと。 

 

（事業継続計画） 

 第２３条 業務継続計画（BCP）の策定等にあたって、感染症や災害が発生した場合でも、

利用者が継続して指定短期入所生活介護（予防含む）の提供を受けられるよう、業

務継続計画を策定するとともに、その計画に従い必要な研修及び訓練を実施するも

のとする。 

 

（記録の整備） 

第２４条 利用者に対するサービスの提供に関する記録を整備し、その完結の日から２ 

年間保管する。 

 

（非常災害対策） 

第２５条 消防法施行規則第３条に規定する消防計画及び風水害、地震等の災害に対処 

する計画に基づき、また消防法８条に規定する防火管理者を設置して非常災 

害対策を行う。 

   （１）事業時・終業時には、火災危険防止のため、自主的に点検を行う。 

   （２）非常災害用の整備点検は契約保守業者に依頼する。点検の際は防火管理者が 

立ち会う。 

（３）非常災害整備には常に有効に保持するよう努める。 

   （４）火災の発生や地震等に災害が発生した場合は、被害を最小限にとどめるため、 

災害協力隊を編成し任務の遂行に当たる。 

   （５）防火管理者は、従業者に対して防火教育、消防訓練を実施する。 

     ① 防火教育及び基本訓練（消化・通報・非難）・・・・・・・・・ 年１回以上 

     ② 利用者を含めた総合訓練・・・・・・・・・・・・・・・・・・年２回以上 

     ③ 非常災害用整備の使用方法の徹底・・・・・・・・・・・・・・随時 

   （６）その他必要な災害防止対策についても必要に応じて対処する体制をとる。 

 

（利用料金の支払方法） 

 第２６条 利用日の月締めで翌月１０日過ぎに請求書を送付。 

支払期限：月末 

 

（利用の中止、変更、追加） 

第２７条 利用予定期間の前にご利用者の都合により、短期入所生活介護サービスの利用を 

中止又は変更、もしくは新たなサービスの利用を追加することができる。この場合に 

はサービスの実施日前日までに事業所に申し出る必要がある。 

    ②サービスの利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼働状況により利用者の希 

望する期間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を利用者に提示して 

協議する。 

    ③ご利用者がサービスを利用している期間中でも、利用を中止することができる。その 
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場合、既に実施されたサービスに係る利用料金は請求できる。 

    ④利用予定日の前日までに申し出がなく、当日になって利用の中止の申し出をされた場 

合、取り消し料として下記の料金を請求する。 

     但し、ご利用者の体調不良や、不慮の事故、また連絡が難しい状況にあるなどの理由 

がある場合は、この限りではない。 

利用予定日の前日までに申し出があった場合 無料 

利用予定日の前日までに申し出がなかった場合 1日分の食事費用 
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（サービス利用中の医療の提供について） 

   第２８条 医療が緊急に必要とする場合、下記の協力機関にて診療及び入院治療を受け

ていただく事ができる。 

 ①協力医療機関 

医療機関  

病 院 名 水野記念病院 

住 所 東京都足立区西新井６－３２－１０ 電話番号 03-3898-8080 

病 院 名  東京北部病院 

住 所 東京都足立区江北６－２４－６ 電話番号 03-3854-3181 

病 院 名  赤羽中央総合病院 

住 所 東京都北区赤羽南２－５－１２ 電話番号 03-3902-0348 

 

（契約終了について） 

第２９条 契約の有効期限は、契約締結の日から利用者の要介護認定の有効期間満了日まで 

だが、契約期間満了の２日前までに利用者から終了の申し入れがない場合には、契 

約は更に同じ条件で更新され、以後も同様となる。 

           契約期間中は、以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用することが 

できるが、仮にこのような事項に該当するに至った場合には、当事業所との契約は 

終了となる。 

①利用者が死亡した場合 

②要介護認定によりご利用者の心身状況が自立と判定された場合。 

③事業者が解散した場合、破産した場合またはやむを得ない事由により事業所を閉 

鎖した場合。 

④施設の滅失や重大な毀損により、ご利用者に対するサービスの提供が不可能にな 

った場合。 

⑤当事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は辞退した場合。 

⑥利用者から解約または契約解除の申し出があった場合。 

⑦事業所から契約解除を申し出た場合。 

 

２ 利用者からの解約・契約解除の申し出 

   契約の有効期限であっても、ご利用者から利用契約を解除することができる。 

 その場合には、契約終了を希望する日の７日前までに解約届出書を提出。 

   但し、以下の場合には、即時に契約を解約・解除することができる。 

①介護保険給付対象外サービスの利用変更に同意できない場合。 

②利用者が入院された場合。 

③利用者の「居宅サービス計画（ケアプラン）」が変更された場合。 

④事業所もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める短期入所生活介 

護サービスを実施しない場合。 

⑤事業所もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合。 

⑥事業所もしくはサービス従事者が故意又は過失によりご利用者の身体・財物・用 

等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認 

められる場合。 
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⑦他の利用者がご利用者の身体･財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つけられる 

恐れがある場合において、事業所が適切な対応を取らない場合。 

 

 

３ 事業所からの契約解除の申し出 

以下の事項に該当する場合には、本契約を解除させていただく事がある。 

① 利用者が、契約締結時にその心身状況及び病歴等の重要事項について、故意に 

これを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な 

事情を生じさせた場合。 

② 利用者による、サービス利用料金の支払いが２ヶ月以上遅延し、相当期間を定 

めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合。 

③ 利用者が、故意又は重大な過失により事業所又はサービス従事者もしくは他 

の利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ又は著しい不正行為を行う 

ことなどによって、本契約を継続しがたい重要な事情を生じさせた場合。 

 

 

４ 契約の終了に伴う援助 

      契約が終了する場合には、事業所はご利用者の心身の状況、置かれている環境等を

勘案し、必要な援助を行うよう努める。 

 

 

（苦情に対する対応） 

第３０条 サービス提供に関して発生した苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情 

受付担当者を置く。 

    ２ 苦情を受け付けた場合、改善策を検討するとともに、その内容等を記録する。 

    ３ 場合により、関係機関等に報告する。 

 

【事業所の窓口】 

 

   社会福祉法人 ファミリー 

   短期入所生活介護 ハピネスあだち    

   所 在 地：〒１２３－０８７２ 

        東京都足立区江北３丁目１４番１号 

   電 話 番 号：０３－５８３９－３６３０ 

   ファックス番号：０３－５８３９－３６３２ 

   受 付 時 間：９時００分～１８時００分（月曜日～金曜日） 

 

【市区町村窓口】 

 

   足立区福祉部介護保険課事業者指導係 

   所 在 地：〒１２０－８５１０ 

        足立区中央本町１丁目１７番１号 

   電 話 番 号：０３－３８８０－５１１１ 

   受 付 時 間：８時３０分～１７時００分（土・日・祝を除く） 
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【足立区公的団体の窓口】 

 

   足立区社会福祉協議会基幹地域包括支援センター 

所 在 地：〒１２１－０８１６ 

        足立区梅島３丁目２８番８号 

        電 話 番 号：０３－６８０７－２４６０                 

          受 付 時 間：９時００分～１７時００分 （日・祝を除く） 

 

【公的団体の窓口】 

 

東京都国民健康保険団体連合会介護福祉部介護相談窓口 

所 在 地：〒１０２－００７２ 

        東京都千代田区飯田橋３丁目５番１号 東京区政会館 11階 

   電 話 番 号：０３－６２３８－０１７７ 

   受 付 時 間：９時００分～１７時００分（土・日・祝を除く） 

 

（その他運営に関する留意事項） 

第２７条 自ら提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善に努める。 

 

 

（附則） この規程は、平成１８年 ４月 １日から施行する。 

           平成２１年 ４月 １日改正 

           平成２３年 ８月 １日改正 

           平成２４年 ４月 １日改正 

           平成２６年 ４月 １日改正 

           平成２７年 ４月 １日改正 

           平成２７年 ８月 １日改正 

           平成２９年 ４月 １日改正 

           平成３０年 ４月 １日改正 

           令和 １年１０月 １日改正 

           令和 ３年 ４月 １日改正 

           令和 ３年 ８月 １日改正 

           令和 ４年１０月 １日改正 

令和 ５年 ８月 １日改正 

令和 ６年 ４月 １日改正 

令和 ６年 ８月 １日改正 

 


